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Ⅰ．法人の状況に関する重要な事項 

１．事業 

（１） 概要 

公益財団法人前川財団（英文名  Mayekawa Foundation）は、家庭・地域

社会の教育とりわけ日本の伝統的・文化的な家庭・地域社会の教育の研究

及び実践を支援し、  また、その精神を現代の子育て・教育環境に反映さ

せていく方策の探求及び実践を通じて、失われつつある日本型共同体の再

建を図り、そこで育まれた優秀な人材を世の中に輩出していくことをもっ

て、永続的な日本の発展に寄与し続けることを目的とし、平成 26 年 4 月 1

日に設立され、平成 27 年 1 月 16 日付けをもって内閣府より公益財団への

移行認定を受けました。 

 

（２） 事業の状況 

（定款第 4条 1項 1号事業） 

家庭・地域社会の教育とりわけ日本の伝統的・文化的な家庭・地域社会の教育につ

いて研究を行っている研究者らに対して研究助成金を交付し、また、このような教育

を現代の子育て・教育環境の下で実践している団体らに対して活動助成金を交付する

ことで、家庭・地域社会の教育の活性化を助長することを目的とする。本年 1月 16日

に公益財団法人に移行してから当年度末までは 3 ヶ月弱というわずかな期間しかなく、

また本事業は年度を通じて継続的な活動を行うものではないという特性に鑑み、翌年

度（平成 27年度）において行われる助成活動の準備として、平成 27年度事業計画書

における定款第 4条 1項 1号事業の事業内容の検討及び作成をするための調査研究を

行った。 

 

（定款第 4条 1項 2号事業） 

家庭・地域社会の教育に対して関心のある全ての一般公衆を対象として、家庭・地

域社会の教育とりわけ日本の伝統的・文化的な家庭・地域社会の教育を現代の子育て・

教育環境に反映させていくことを目的として本事業を行っているが、本年 1月 16日に

公益財団法人に移行してから当年度末までは 3ヶ月弱というわずかな期間しかなく、

また本事業は年度を通じて継続的な活動を行うものではないという特性に鑑み、当年

度は、翌年度（平成 27年度）において行われるシンポジウムの準備として、平成 27

年度事業計画における定款第 4条 1項 2号事業の事業内容の検討及び作成をするため

の調査研究を行った。 
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（３） 処務の概要 

 ① 理事及び監事に関する事項 

平成 27 年 3 月 31 日現在 

職  名 常勤・非常勤 氏  名 職  業 

 理 事 長 常   勤 金澤 岳夫  

 理   事 非 常 勤 野口 剛 帝京大学准教授・社会科教育学会監事 

 理   事 非 常 勤 塩谷 一樹 公認会計士・税理士 

 監   事 非 常 勤   杉山 央 弁護士 

    

 

 ② 評議員に関する事項 

平成 27 年 3 月 31 日現在 

職  名 常勤・非常勤 氏  名 職  業 

評議員長 非 常 勤 前川 真 株式会社前川製作所専務取締役 

評 議 員  非 常 勤 鮫島 元成 公益財団法人講道館指導員 

評 議 員  非 常 勤 森 一隆 税理士 

 

 ③ 選考委員に関する事項 

平成 27 年 3 月 31 日現在 

職  名 常勤・非常勤 氏  名 職  業 

選考委員長 非 常 勤 辻本 雅史 京都大学名誉教授・台湾大学教授 

選考委員 非 常 勤 小泉 吉永 法政大学講師・従来物研究家 

選考委員  非 常 勤 太田 素子 和光大学教授 

 

 ④ 職員に関する事項 

                        平成 27 年 3 月 31 日現在    

職  名 常勤・非常勤 氏  名  

事務局職員  常   勤 藤田 裕美  

 

 ⑤ その他重要事項 

（ⅰ） 許可、認可、承認、証明に関する事項 

連 絡 年 月 日 事  項 履 行 状 況 

平成 27 年 1 月 26 日 

平成 27 年 1 月 26 日 

平成 27 年 1 月 26 日 

平成 27 年 1 月 26 日 

異動届出書 (中央都税事務所) 

異動届出書 (江東西税務署) 

雇用保険事業主事業所各種変更届 

適用事業所名称変更届 

平成 27 年 1 月 26 日 受付 

平成 27 年 1 月 26 日 受付 

平成 27 年 1 月 26 日  受付 

平成 27 年 1 月 26 日 受付 
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平成 27 年 1 月 26 日 

            (江東年金事務所) 

都民税(均等割)申告書・免除申請書 

       (中央都税事務所) 

 

平成 27 年 3 月 27 日  受付 

 

（ⅱ） 契約に関する事項 

    なし 

 

（ⅲ） 寄付金に関する事項 

    なし 

 

（ⅳ） 行政庁からの連絡事項等 

    なし 

 

２．理事会・評議員会 

（１） 理事会 

 ① 平成 26 年度第 5 回理事会 

決議があったと 

みなされた日 

議   事   事   項 会議の結果 

平成 27 年 2 月 20 日 １． 平成 26 年度事業計画の件 

２． 平成 26 年度収支予算の件 

理事全員の同意及

び監事の異議無し 

 

 ② 平成 26 年度第 6 回理事会 

開 催 年月 日 議   事   事   項 会議の結果 

平成 27 年 3 月 25 日 １． 平成 26 年度みなし決算の件 

２． 平成 27 年度事業計画の件 

３． 平成 27 年度収支予算の件 

４． 旅費規程制定の件 

５． 評議員会開催に関する件 

全会一致で承認 

全会一致で承認 

全会一致で承認 

全会一致で承認 

全会一致で承認 

 

Ⅱ．業務の適性を確保するための体制の整備についての決議の内容の概要 

    なし 

 

Ⅲ．附属明細書 

１．事業報告の内容を補足する重要な事項 

    なし 

 

以上 


